
●… 日 金 から 日 月 は、浄土宗・長徳寺の五重相伝にほぼ終日参加。●… 日 火 は、議会準

備・集金等、夜実務等。●… 日 水 は、 時から 月議会開会・本会議、終了後議会全員協議会、終了後予算決算常任委員会

打ち合わせ、集金等、夜ニュース作成等。●… 日 木 は、議会準備と集金等。
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 市議会議員 活動報告 
0748-86-2985 Fax0748-86-0415   yama729@maia.eonet.ne.jp http://www.facebook.com/mituhiro.yamaoka 

 

このニュースは、毎週発行しています。fb でもご覧いただけます。また毎週金曜日早朝、甲南・寺庄・甲賀の各駅をまわって配布しています。 

年 月 日

第 号

●12月７日（金）10 時から 

戎脇 浩 （志誠会）

田中 喜克（凛風会）

鵜飼 勲 （無会派）

糸目 仁樹（志誠会）

堀  郁子（公明党）

土山 定信（凛風会）

●12月 10 日（月）10 時から 

白坂萬理子（公明党）

岡田 重美（日本共産党） 
 介護予防・日常生活支援事業

の現状／コミバス無料乗車券の

拡充／公園遊具の充実／移動

図書館の巡回について 
 

奥田 宏嗣（無所属クラブ）

山中 修平（志誠会）

山岡 光広（日本共産党） 
 新年度予算編成に市民の切実

な要求を／災害に強い街づくり

／後期高齢者の健康診査と健康

寿命を伸ばす対策／新名神甲南

ＰＡからインターチェンジへの流

出路の新設について 
 

山中 善治（凛風会）

●12月 11 日（火）10 時から 

田中 新人（凛風会）

田中 將之（公明党）

橋本 律子（凛風会）

橋本 恒典（凛風会）

小西喜代次（日本共産党） 
 県立窯業技術試験場移転先

の土地取得について／大戸川

ダム建設について／グランドゴ

ルフ場の常設について 

●12月 12 日（月）10 時から 

竹若 茂國（無所属クラブ）

里見 淳 （志誠会）

小河 文人（志誠会）

森田 久生（志誠会）
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 １２月議会が２８日開会しました。提案された議案に対する質疑が５日、その

後７日から１２日にかけて一般質問が行われます。その後は各常任委員会で付託

議案の審議が行われ、２１日に議案の採決が行われます。

 主な議案は…。

●甲賀市まちづくり活動センター条例の制定 
 市役所近くに建設中の仮称コアステーション（甲賀市まちづくりセンター）の

使用に関し、「業務内容」や「利用料」「利用の条件」などを設定する条例。

●甲賀市消防団条例の一部を改正 
 甲賀市消防団の定数を現行「１２３０人」から「１１２０人」に改める。

●甲賀市包括外部監査条例の一部を改正 
 平成２８年、２９年、３０年と三か年にわたって包括外部監査を行ってきまし

たが、来年度以降は「当分の間適用しない」と改める。

●甲賀市土地開発基金条例の一部を改正 
 現行第２条の基金の額は「１６億円以内」となっているのを「３億円」とする。

また基金の運用益について、現行は土地取得事業特別会計に計上していたのわ、

今後は一般会計に計上して整理する。

●甲賀市敬老金条例の一部を改正 
 現行は、毎年８０歳以上の高齢者に対して３０００円の「敬老金」が支給され

ていましたが、これを「１００歳以上」とし、「３０００円」を「１００００円」

に改める。

●甲賀市議選の公費負担に関する条例の一部改正 
 公職選挙法の改正に伴い、市議選においても「４０００枚以内」の個人ビラを

配布することができるようにする。市議補選の場合は「１６００枚以内」とする。

来年３月１日から施行。

●甲賀市市民福祉活動センター条例を廃止 
 甲南中学校前にある「市民福祉活動センター」の機能が来年４月より、新しく

建設される「甲賀市まちづくり活動センター」に移行・集約されるため、条例を

廃止する。

●おうみ自治体クラウド協議会への加入に関する議決 
 すでに草津・守山・栗東・野洲・湖南・近江八幡・米原の７市が利用している

情報システムの共同利用「おうみクラウド協議会」に甲賀市も参加するという議

決。

●甲賀市一般会計補正予算（第４号） 
 国・県補助採択に伴う事業、信楽町雲井の児童クラブ整備、西部学校給食セン

ター建設事業、歳入では景気動向を反映して法人市民税３億円を減額補正すると

いうもの。歳入歳出総額４億４１１１万４千円を減額補正するもの。

 外国人労働者の受け入れ拡大のための「出入国管理法改定案」は、衆院で審議が始まったば

かりなのに、安倍首相の外遊日程に合わせて２７日衆院法務委員会で強行採決、本会議でも数

を力にゴリ押ししました。わずかの審議ですが、外国人労働者の人権を侵害する働かせ方が次々

と明らかになり、改定案が深刻な実態に歯止めをかけるどころか、苛酷労働に一層拍車をかけ

る危険性が浮き彫りになっています。国会を軽視した安倍政権の異常ぶりが際立っています。


